
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成18181818年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))奈良県 御所市奈良県 御所市奈良県 御所市奈良県 御所市 人 口面 積歳入総額歳出総額実質収支 31,91060.5813,286,47814,358,674-1,097,361 人(H19.3.31現在)ｋ㎡千円千円千円財政力財政力財政力財政力財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.44][0.44][0.44][0.44]
類似団体内順位[ 57/132 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均0.530.530.530.53奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均0.430.430.430.430.000.200.400.600.801.001.20 0.210.970.45類似団体内最大値類似団体内最小値類似団体内平均値 0.44 御所市の比率財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [105.6%][105.6%][105.6%][105.6%]
類似団体内順位[ 128/132 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均90.390.390.390.3奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均97.997.997.997.9(%)

130.0120.0110.0100.090.080.070.0 119.980.293.7 105.6人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[128128128128,,,,928928928928円円円円]]]]
類似団体内順位[ 56/132 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均116,701116,701116,701116,701奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均121,233121,233121,233121,233(円)

300,000250,000200,000150,000100,00050,000 261,56886,094130,591 128,928 給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度   適正度   適正度   適正度   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [93.1][93.1][93.1][93.1]
類似団体内順位[ 32/132 ] 全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均97.997.997.997.9全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均93.993.993.993.9110.0100.090.080.070.060.0 101.868.095.6 93.1 定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度人口人口人口人口1111,,,,000000000000人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[11111111....03030303人人人人]]]]

類似団体内順位[ 88/132 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均7.827.827.827.82奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均8.708.708.708.70(人)
20.0015.0010.005.000.00 16.965.059.60 11.03

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [23.9%][23.9%][23.9%][23.9%]
類似団体内順位[ 125/132 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均15.115.115.115.1奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均16.916.916.916.9(%)

50.040.030.020.010.00.0 38.16.917.4 23.9
将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高 [[[[831831831831,,,,008008008008円円円円]]]]

類似団体内順位[ 109/132 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均456,703456,703456,703456,703奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均504,676504,676504,676504,676(円)
2,000,0001,500,0001,000,000500,0000 1,626,953224,196564,060 831,008

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度適正度適正度適正度   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較）））） 定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均
御所市御所市御所市御所市※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄分析欄分析欄分析欄　◎　財政力指数　・・・・・　本市は、大型事業所が乏しく、人口減や高齢化が進んでいるところから、財政基盤が弱く、類似団体平均値となっている。このため、課税客体の把握、滞納整理支援システムを導入する等市税徴収の向上〔平成１８年度効果額３１百万円〕に努めるとともに、歳出についても、職員数の削減〔７年間で４１名減〕等、集中改革プラン、定員適正化計画に基づいて行財政改革を推進し、財政基盤の安定化に努めている。　◎　財政構造の弾力性　・・・・・　課税客体の把握や滞納整理システムの整備による市税の確保、退職不補充・給料カット等による人件費の抑制、借換え・繰上償還による公債費の抑制などに積極的に取り組んでいる。しかしながら、地方交付税の急激な削減や不安定な社会情勢を背景に扶助費が高水準で推移していることから、依然として高い数値なっている。今後も集中改革プラン、定員適正化計画に基づいて行財政改革を推進し、数値の抑制に努める。　◎　ラスパイレス指数　・・・・・　平成１６年度から職員給３％削減を行っていることから、類似団体平均を下回っている。また、平成１８年度より特別勤務手当を全廃するなど、給与の適正化を推進している。　◎　人件費・物件費等の適正度　・・・・・　類似団体平均とほぼ同額である。主たる要因としては、退職不補充・給料カット等による人件費の抑制、日帰り出張の日当廃止や物品購入・業務委託の入札などコスト削減に努めているためである。今後も、定員適正化計画に基づき職員数の削減を図るなどコスト削減に努める。 　◎　将来負担の健全度　・・・・・　類似団体平均を上回っている主たる要因は、財政基盤が脆弱であることから、ごみ焼却施設などの社会資本整備に伴い、地方債を財源とせざるを得ない状況であったことが挙げられる。今団塊の世代の大量退職に伴う退職手当債発行が見込まれるものの、事業抑制の結果、地方債残高は年々減少しているため、今後も引き続き健全化に努める。　◎　実質公債費比率　・・・・・　類似団体平均を上回っている主たる要因は、財政基盤が脆弱であることから、ごみ処理施設などの社会資本整備に伴い、地方債を財源とせざるを得ない状況であったことが挙げられる。このため、繰上償還や利率見直しなどを行うとともに、投資的事業の抑制を図るなど公債費の抑制と平準化に努めている。結果、元利償還金については、ごみ焼却施設に係る償還が終了する平成２０年度をピークに減少が見込まれる。一方で、平成１８年度より土地開発公社の経営健全化が図るため、利子等補給金を支出していることから、今後も事業の取捨選択を行いながら、実質公債費比率の上昇を抑制する。　◎　定員管理の適正化　・・・・・　地理的・社会的要因等により施設数が多いことに起因し、類似団体の平均を上回っている状況である。このため、集中改革プラン・定員適正化計画に基づき、段階的に施設の統廃合を進めるとともに、機構改革などにより効率的な行政を構築することで、、職員数の削減を図る〔７年間で４１名削減〕。


